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第３次草津市障害者計画および第７期草津市障害福祉計画・第３期草津市障害児福祉計画

策定方針 

 

１ 策定の趣旨 

  障害者基本法第１１条第３項に基づき、市町村は、国の障害者基本計画や県の障害者計画を基

本として、障害者計画を策定する必要があるが、現行の「第２次草津市障害者計画」が令和５年

度で計画期間満了となるため、新たに障害者基本法、障害者による情報の取得及び利用並びに意

思疎通に係る施策の推進に関する法律（障害者情報アクセシビリティ・コミュニケーション施策

推進法）、視覚障害者等の読書環境の整備の推進に関する法律（読書バリアフリー法）、障害者に

よる文化芸術活動の推進に関する法律、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律

（バリアフリー法）等関連法との整合を図りつつ、「第３次草津市障害者計画」として策定する。 

  また、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（障害者総合支援法）第

８８条第１項に基づき、市町村は、国の基本指針に即して、障害福祉計画を策定する必要がある

が、現行の「第６期草津市障害福祉計画」が令和５年度で計画期間満了となるため、新たに「第

７期草津市障害福祉計画」として策定する。 

併せて、平成３０年４月１日施行の改正児童福祉法第３３条の２０第１項に基づき、市町村は、

国の基本指針に即して、障害児福祉計画を策定する必要があるが、現行の「第２期草津市障害児

福祉計画」が令和５年度で計画期間満了となるため、新たに「第３期草津市障害児福祉計画」と

して策定する。 

  なお、児童福祉法第３３条の２０第６項に基づき、草津市障害児福祉計画は草津市障害福祉計

画と一体のものとして策定する。 

 

２ 計画の位置づけ 

        

  

資料５ 
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３ 計画の期間 

 

 

 

※ 障害福祉サービス等及び障害児通所支援等の円滑な実施を確保するための基本的な指針が改正

され、障害福祉計画、障害児福祉計画の期間について柔軟な設定が可能となったことから、障

害者計画と同様の計画期間とするが、報酬改定・制度改正等の影響の有無を確認し、必要に応

じて見直しを行うこととする。 

 

４ 計画策定に当たっての基本的な考え方 

 

（１）現行計画の実績・評価を踏まえた計画 

   第２次草津市障害者計画および第６期草津市障害福祉計画、第２期草津市障害児福祉計画の

実績や評価を踏まえた計画とする。 

 

（２）市民のニーズ等を踏まえた計画 

   本市の障害者人口の動向や、各種サービスの今後の需要を反映させた計画とする。 

 

（３）国県の動向に対応した計画 

   障害者基本法、障害者総合支援法および児童福祉法に基づき国が示す基本指針、策定の趣旨

に記載する関連法、滋賀県障害者プラン等との整合のとれた計画とする。 

 

（４）本市の関連計画等との整合のとれた計画 

   第６次草津市総合計画、草津市健幸都市づくり基本方針、草津市地域福祉計画、健康くさつ

２１等と整合のとれた計画とする。 

 

  

H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11

年度

草津市障害者計画

草津市障害福祉計画・草津市障害児福祉計画

第２次草津市障害者計画

【平成３０年度 ～ 令和５年度】

第３次草津市障害者計画

【令和６年度 ～ 令和１１年度】

第５期草津市障害福祉計画・

第１期障害児福祉計画

【平成３０年度～令和２年度】

第６期草津市障害福祉計画・

第２期障害児福祉計画

【令和３年度～令和５年度】

第７期草津市障害福祉計画・第３期障害児福祉計画

【令和６年度 ～ 令和１１年度】
※ 
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５ 現計画の体系 

【第２次草津市障害者計画】 
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【第６期草津市障害福祉計画・第２期草津市障害児福祉計画】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 策定スケジュール（予定） 

 

年 月 内 容 

Ｒ５  

７／２４ 第１回審議会 策定方針審議 

９／下旬 第２回審議会 計画素案審議 

１１／下旬 第３回審議会 答申案審議 

１２／下旬 計画案パブリックコメント（１ヶ月） 

Ｒ６  

３／下旬 計画の決定・公表 


